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□

令和　　年　　月　　日提出

〇上場株式等の所得内容が確認できる書類（特定口座年間取引報告書等）の写しを添付してください。

Ⅰ　上場株式等の配当等所得・譲渡所得等の課税方式の選択について

　上場株式の配当等所得・譲渡所得等について、すべて申告不要を選択します。□

□　申告（分離課税）
□　申告不要

配当所得等
□　申告（総合課税）
□　申告（分離課税）
□　申告不要

□　申告（総合課税）
□　申告（分離課税）
□　申告不要

譲渡所得
（損失）等

□　申告（分離課税）
□　申告不要

入力 決定

(宛先)　厚　木　市　長

金融機関・証券会社
支払者等の名称

所得金額（円）
確定申告の内容

（予定含む）
配当割額

（円）

令和　年
1月1日の住所 氏名

氏 名

課税方式（住民税）

日月

№ 口座種別等

令和　　年度分
市民税
県民税

上場株式等の所得に関する住民税申告不要等申出書（申告書）

現住所
電話

ﾌﾘｶﾞﾅ

昭和 平成 年
生年月日

明治 大正

4
□　源泉徴収口座

□　源泉徴収口座以外

譲渡所得
（損失）等

□　申告（分離課税）
□　申告不要

□　申告（分離課税）
□　申告不要

配当所得等
□　申告（総合課税）
□　申告（分離課税）
□　申告不要

□　申告（総合課税）
□　申告（分離課税）
□　申告不要

□　申告（分離課税）
□　申告不要

※　裏面の注意書きも必ず確認してください。

有
／ ／

（　　） （　　）

厚木市記入欄

宛名番号 台 受付

3
□　源泉徴収口座

□　源泉徴収口座以外

譲渡所得
（損失）等

□　申告（分離課税）
□　申告不要

□　申告（分離課税）
□　申告不要

配当所得等
□　申告（総合課税）
□　申告（分離課税）
□　申告不要

□　申告（総合課税）
□　申告（分離課税）
□　申告不要

利子所得

利子所得
□　申告（分離課税）
□　申告不要

□　申告（分離課税）
□　申告不要

1
□　源泉徴収口座

□　源泉徴収口座以外

□　申告（分離課税）
□　申告不要

□　申告（分離課税）
□　申告不要

　⑤　　　　　　　　　　　　　　

　⑥　　　　　　　　　　　　　　　

　⑦　　　　　　　　　　　　　　

総合課税分 分離課税分
配当割額

株式等譲渡所得割額

　①　　　　　　　　　　　　　　　　

□　申告（分離課税）
□　申告不要

※記入欄が足りない場合は、この用紙を複写等して申告してください。

№

1

2

3

利子所得
□　申告（分離課税）
□　申告不要

□　申告（分離課税）
□　申告不要

配当等所得

利子所得

譲渡所得等

所得区分

　②　　　　　　　　　　　　　　　　　

　③　　　　　　　　　　　　　　　　　

　④　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ⅱ 市民税・県民税で申告する上場株式等の配当等所得・譲渡所得等金額について

⇒Ⅱの①から⑦に０と記入してください。

　上場株式の配当等所得・譲渡所得等について、次のとおり申告します。

2
□　源泉徴収口座

□　源泉徴収口座以外

譲渡所得
（損失）等

□　申告（分離課税）
□　申告不要

□　申告（分離課税）
□　申告不要

配当所得等
□　申告（総合課税）
□　申告（分離課税）
□　申告不要

□　申告（総合課税）
□　申告（分離課税）
□　申告不要

利子所得

受付印



○ 　 この申出書（申告書）の提出期限は、対象となる年度の市民税・県民税の納税通知書又は特別
徴収税額の決定通知書が送達するまでです。

　 両方送達される人は納税通知書が送達するまでです（ただし、特別徴収税額の決定通知書が送
達された時点で納税通知書も送達されることが確定している場合に限ります。）。

○ 　 おもて面の表の住民税の源泉徴収税額に記載誤りなどがあり、上場株式等の所得と判断がつか
ない場合は、確定申告書の内容で住民税を課税することがあります。

裏面

○

●

　 住民税（市民税・県民税）において申告不要制度の対象となる上場株式等の配当所得等及び譲
渡所得等については、所得税15.315％（復興特別所得税含む）と住民税5％の合計20.315％の税
率であらかじめ源泉徴収（特別徴収）されているものとなります（所得税20.42％を源泉徴収されてい
るものは対象ではありません。）。

　 住民税（市民税・県民税）において申告不要制度を選択した上場株式等に係る配当所得等及び
譲渡所得等については、配当割額、株式等譲渡所得割額、配当控除の適用は受けられません。

　 また、上場株式等の譲渡損失の繰越もできません。

　上場株式等の所得に係る課税方式（申告するか申告不要とするか）の選択について（補足）

(1)譲渡所得等について
　　　→　①源泉徴収口座の場合
　　　　　　　　 口座ごとに課税方式を選択可能（申告する場合、分離課税）

　　　　　 ②源泉徴収口座以外の場合
　　　　　　　　 申告不要制度を選択することはできません。

(2)配当所得等について
　　　→　①源泉徴収口座の場合
　　　　　　　　 口座ごとに課税方式を選択可能（申告する場合、総合課税又は分離課税を選択）

　　　　　　　　※口座内で譲渡所得等と損益通算していなければ、同一口座内の譲渡所得等と
　　　　　　　　　 配当所得等でそれぞれ別の課税方式を選択可能

　　　　　　　　※大口株主（発行株式の３％以上保有）の場合、申告不要とすることはでき
　　　　　　　　　 ません。総合課税での申告が必要です。

○

　繰越損失について
　所得税において所得申告及び繰越損失の適用を行い、市民税・県民税は申告不要とした場合等
において、翌年度に繰越損失額を繰り越すためには、別途「上場株式等に係る譲渡損失の繰越控
除明細書」を納税通知書が送達される前までに提出する必要があります。
 　また、このような場合、翌年度以降の申告においては、所得税における繰越損失額と市民税・県
民税における繰越損失額に相違が生じる場合があるため、確定申告にて繰越損失の申告を行うほ
か、市民税・県民税において繰越控除明細書を提出してください。

●


